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工場と下請け工場の両者において行ったヒアリングメモをもとに，分析した。
　まず歴史的背景について述べる。日立工場は設立当初より下請けを長い間使おうとはし
なかった。これは日立工場の製晶が大体において高度の精密さを必要とする重電関係であ
り，わずかの外注部品のために全体の品質を害することを極度に警戒していたからであ
る。
　しかしながら，第2次世界大戦直前，戦中において，軍の需要の増加に内作だけでは間
に合わなくなった。技術のしっかりした京浜の下請け工場は，京浜の需要をまかなうのに
繁忙の状態で，使うことができなかった．仕方なく日立近辺の農機具工場などの，従来，
下請け工場ではなかった工場を使ったり，日立工場の退職者や従業員を独立させて下請け
工場として使うようになった．戦後，軍の需要がなくなると，コストの引き下げが急務と
なり，コスト安を狙って下請け外注に回すものが増え，日立工場近辺には，増加した需要
に対処できるスピンアウトした技術が根付いていたので，県内の外注比率は高いものとな
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っていった。昭和47，48年頃になると，日立工場では中小下請け工場の不況打開策とし
て，県内の外注比率をさらに高いものとして良質の下請け工場の重点的な育成を行うよう
になった。これによって，日立工場を核とした下請け工場の工業システムの孤立性，閉鎖
性が強化，推進されていくことになっていった。
　（2）集積の経済と集積を支える要因
　集積論からいうと異業種集積に対応し，親工場と下請け工場が同一地域に集積している
ことが望ましい。この最も理想的な形態は，親工場，下請け工場を合した規模集積である
がその場合下請け工場は下請け工場ではなくなり，親工場の組織の一部門になってしま
う。
　次には，多数の親工場か，または多数の下請け工場かどちらかが規模集積を実現する場
合である．ところが日立工業地域では，日立製作所グループ以外の町工場は皆無であり，
また日立製作所グループの親工場は多数立地していても，これらは製品分担され独立的で
あるために，組織的に見ると規模集積が実現されていてもいわゆる生産面での集積の経済
は発揮される可能性は薄い。
　次いで多数の親工場と多数の下請け工場とがリンクするという対応，すなわち大野大対
応が考えられる。ところが多数の親工場の経営数集積については1さきほどと同じ理由に
より，日立工業地域では実現の可能性が薄いのである。結局，一親工場（日立工場）と多
数の下請け工場とによりもたらされる集積の経済について吟味を行うことになる。
　まず考えられるのは多数の下請け工場の協同組合形成により，共同受注などによりもた
らされるメリットが派生しているかどうかである．
　日立工場に関連する下請け工業の協同組合は日立製作所工業’協同組合（44社，日立工
場関連のものは29社）と日立鉄工会（28社，日立工：場関連のものは16社）の2組合が
ある。当初組合が設立されたときの狙いは，日立工場を含め，親工場の注文を全て組合が
一窓口において受け，組合に属する下請け工場で話し合いの上で，どこの下請け工場が生
産にあたるかを決め，納入検査までを組合側で行うという一種の複数個の経営数集積の経
済を求めたものであった。現在，下請け工場でこのような共同受注をとろうという動きが
若干あるものの，活発ではない。この共同受注が難しい理由として親工場と下請け工場の
生産面での関係の特異性がある。
　日立製作所では，外注下請け工場管理が工場ごとに独立しており，日立工場では，下請
け工場ごとに個別に接渉し，外注単価を決め，さらに下請け工場ごとに外注技術指導，経
営指導を行うという個別交渉，管理方式が次第に強化されてきた。このことにより日立工
場から下請け工場への縦のラインが強化されることになり，逆に下請け工場側の横のライ
ンの結びつきを弱める力が働くことになる。親工場の日立工場とその下請け工場との結び
つきは強まり，下請け工場は専属下請け化の様相を呈し，ますます日立工場を頂点とした
工業集積システムは独立性，閉鎖性が強化されていくのである。ただし，このような親工
場と下請け工場との結びつきの強化のなかで共同受注への指向が全くなくなったわけでは
ない。日立工場において内製を行うとコスト的に割高になるもので，低技術で足りるもの
を，設計をあらかじめ日立工場で行い，ただわっかな技術力で対応できる状態にして下請
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け工場に発注するのであるが，製缶が必要なら製缶の下請け工場に発注，機械加工が必要
なら機械加工に関連する下請け工場にと個別に発注していた。ところが製缶なら製缶だけ
ではなく，機械加工も同時に行い，さらにはアセンブリまで行い，完成品外注の形態をと
り日立工場に納入されると日立工場では便利であり，下請け工場としても生産能力，技術
能力の拡大になって良い結果をもたらしてくれる。この協業化というのは複数の下請け工
場でなしうる場合は複数個の経営数集積であり，理想的に考えて一下請け工場がなしうる
場合は規模の拡大であり，結局は集積の経済がもたらされるのである。
　このような今まで下請け工場自社内だけで行っていた外注に，その他の加工内容をプラ
スするという協業化の動きは，この10年間活発になってきた。この場合，下請け工場
個々は，歴史的に製缶なら製缶だけの単能専業として育成されてきた経緯があるので，一
社で協業化を行うのは，現在においては不可能に近い。そこで異業種の下請け工場，それ
とも日立工場に認定された下請け工場と仕事を融通しあうことになる。このいわゆる下請
け伸間同志の仕事の融通性は京浜工業地域で最も発揮されるが，日立工業地域にも京浜工
業地域ほどではないにせよ，ある程度動きが出はじめた。
　日立工場の下請け工場は電工，機械加工，製缶加工の3種に大別できるがアセンブリ能
力は皆無である。このアセンブリ能力を日立工場側では今後とも内製にするか，京浜工業
地域に出すのか，日立工業地域に育成するのか定かではないが，下請け工場としては全社
ごと日立工場とそのグループの工場に依存している専属下請け的であり，どうしてもこの
下請け工場と取引きをやめづらいという歴史的事情，また京浜工業地域の下請け工場をな
るべく使わない方針が，この10年来とられていること，京浜工業地帯の下請け工場と日
立工場との距離を考えると頻繁に打ち合わせ，技術指導が行うことができないというこ
と，さらに日立工場の担当製品が大物の製品であるので，輸送の不便さということから京
浜工業地域の下請け工場に加工依頼することはありえないであろう。日立工業地域に，こ
の下請けの能力を日立工場が育成していくことは並大抵ではない。そうなると，日立工場
内での内乳に依存するしか方法はないであろう．
　さて，協同組合という集積によりもたらされるメリットとしては，その他金融面で比較
的安い金利で資金を借りることができるという面がある。さらに情報交換により，下請け
工場仲間の非公式情報がフェース・ツー・フェース的な情報のやりとり，話し合いのなか
で入手でき，動きを察知できるというメリットがある．これは，なにも下請け工場同志の
間のみに成立するものではない。日立工場の下請け工場の担当（通常は，資材部購買課）
の部長，課長，さらには工場長クラスの人間との話し合いのなかで，日立工場自身の今後
の動きを触知できるというメリットが生じる．
　これは，いわゆる接触の経済，近接性の経済といわれるもので複数個の経営数集積の一
種であり，フェース・ツー・フェース的1青報要因として，立地に強い影響力を与える9）。
まさしくこの接触の経済が，日立工業地域における，日立工場と下請け工場間に発生して
いる第一に主要な集積の経済なのである。
　日立工場が下請けを使う理由は，一口でいってコスト安のためである。結局のところ，
再主している場合に比べて1／3という安いコストで下請け工場では加工できる。日立工場
と下請け工場の問には，時間単価というものが取り決められていて，大体のところ現在は
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1時間1，800～2，000円となっている。これにST（Standard　Time；標準時間のことで
ある。WF法などにより科学的に決定される。）を乗じた金額が下請け加工賃となる。こ
れを日立工場内で内作すると，種々の費用が加算され下請け工場分の3倍のコストになっ
てくる。ところが，あまり倒産もなく下請け工場が経営を行ってきたのは，日立工場側の
配慮が十分なされてきたからである。
　まず同一の加工については複数の下請け工場間の競争，仕事の取り合いが起こることを
排斥している．同じ製缶でも，大型，中厚，小型など種々にあって，同じ製缶を複数：の下
請け工場で加工できることがない，もしくは行うことがないという分業制がしかれている
のである。通常，下請け工場は親工場にとって景気の波のバッファーである場合が多く，
親工場が不況に陥ると下請け工場への発注は通常，落ち込むものである。ところが日立工
場では，このときには内作していた分を外注にまわすなどして，自工場が景気のバッファ
ーとなり，下請け工場への発注は余り波がないようにしている。
　このような閉鎖的な工業システムが維持されている要因を求めてみる。いままでの論述
で分かるように，まず第一には下請け工場の従属化，親工場の保護といった日立工場と下
請け工場の縦のラインの結合力の強さであるe親工場から口座をもらう（すなわち親工場
からの支払いに関し，親工場の簿記の上でその下請け工場について記入してもらえるとい
うこと）ということは，親工場から保護されるということで重要な意味がある。この縦の
ラインの強化が可能であったのは，下請け工場の経営者が，元日立工場の従業員でありス
ピンアウトしたという創業の経緯に帰因しよう。
　次いで集積を支えているのは，近いと技術指導が頻繁に受けやすく，相手方の動向をつ
かみやすいという，いわゆる親工場と下請け工場との接触の経済，フェース・ツー・フェ
ースにもとつく利益，近接性の利益である。
　以上，日立工場と下請け工場の集積について論じてきたが，集積論から直接，導き出さ
れる共同受注とか協業化の形態がある程度認められるにしても，むしろこれら以上に接触
の経済が強化されている閉鎖的工業システムであるe
V。む　す　び
　本研究では，立地パターンの集積性を判定するための定量的手法を提案し，日立市の
種々の立地事例に展開した。提案手法の有用性を示すとともに，日立工業地域における親
工場と下請け工場の集積の性格を論じた。
　提案手法は，対象地域を微小なセルに分割することに特徴があるが，実際の計算ではど
の程度の大きさのセルにすればよいか考える必要があり，今後分析したいと考えている。
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